
宮崎市資源物集団回収推進事業実施要綱

（目的）

第１条 この要綱は、資源物の集団回収活動を定期的に実施する団体に対して集団回収

報償金（以下「報償金」という。）を交付することにより、ごみの減量化やリサイク

ルに関する意識の向上を図るとともに、各団体の活発な活動を通じ地域コミュニティ

の活性化に資することを目的とする。

（定義）

第２条 この要綱において使用する用語の意義は、次の各号に定めるところによる。

(1) 資源物 宮崎市廃棄物の適正処理、減量化及び資源化等に関する条例（平成５

年条例第２８号。以下「条例」という。）第２条第２項第５号に定める生活系廃棄

物のうち、別表１の品目の欄に掲げるものをいう。

(2) 集団回収活動 条例第２条第２項第１０号に定める活動をいう。

(3) 集団回収登録団体 条例第２条第２項第１１号に定める団体であって、市民で

組織する営利を目的としない市民団体で、この要綱の定めるところにより登録を受

けた団体をいう。

(4) 回収事業者 資源物の回収を業とする者をいう。

(5) 資源物回収登録事業者 条例第２条第２項第１２号に定める者であってこの要

綱の定めるところにより登録を受けたものをいう。

(6) 集積所 条例第２条第２項第１３号に定める生活系廃棄物の排出場所をいう。

(7) 資源物集積場所 集団回収登録団体が集団回収活動により回収した資源物を集

積する場所で市長に届け出た場所をいう。

（団体の登録等）

第３条 集団回収登録団体（以下「登録団体」という。）の対象団体は、次に掲げる市

民で組織する団体とする。

(1) 自治会

(2) ＰＴＡ及び子ども会

(3) 高齢者団体

(4) 婦人会

(5) その他営利を目的としない団体で市長が認める者

２ 前項に規定する団体で、登録を受けようとする団体は、宮崎市資源物集団回収団体

登録申込書（様式第１号）を市長に提出し、登録を受けなければならない。

３ 前項の規定により登録を受けた登録団体は、次の各号のいずれかに該当する場合に

は宮崎市資源物集団回収登録団体（登録事項変更・廃止）届（様式第２号）を速やか

に市長に提出しなければならない。

(1) 登録内容に変更があったとき。
(2) 集団回収活動をやめたとき。

（回収事業者の登録等）

第４条 資源物回収登録事業者（以下「登録事業者」という。）として登録を受けよう

とする者は、宮崎市資源物回収事業者登録申込書（様式第３号）を市長に提出し、登

録を受けなければならない。

２ 登録事業者として登録を受けようとする者は、次の要件を満たなさなければならな

い。



(1) 市内で事業を営む資源物回収の業者

(2) 市税（市県民税（法人にあっては法人市民税）、事業所税、固定資産税及び軽自

動車税）の滞納のない者

(3) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）に違反した

ことがない者

(4) 条例に違反したことがない者

３ 第１項の規定により登録を受けた登録事業者は次の各号のいずれかに該当する場

合には速やかに市長に届け出なければならない。

(1) 廃業したとき。

(2) 名称、住所及び代表者名等重要な変更があったとき。

（登録事業者の責務）

第５条 登録事業者は、次に掲げる事業を行い、円滑な資源物回収に努めなければなら

ない。

(1) 回収された全ての資源物は、自らの責任において処理し、環境美化に努め、近

隣住民に迷惑をかけないよう、速やかに再資源化を図ること。

(2) 回収した資源物は、別表１の品目の欄に掲げる品目別に計量し、資源物を引き

取った証明書（以下「証明書」という。）を登録団体に発行すること。

(3) 回収代金は、速やかに登録団体に支払うこと。

（登録事業者の取消し）

第６条 市長は、登録事業者が次の各号のいずれかに該当したときは、登録を取り消す

ことができる。

(1) 虚偽の申込みによって登録を受けた場合

(2) 前条に規定する事業を全うしなかった場合

(3) その他不適当と認められる事実があった場合

（回収方法及び報償金の額）

第７条 登録団体は、資源物を回収したときは、資源物集積場所に集積し、又は登録事

業者に直接搬入し、当該資源物を登録事業者に引き渡すものとする。

２ 登録事業者は前項の規定により資源物を引き取る際は登録団体に証明書を発行し

なければならない。

３ 第１項の資源物集積場所は、原則として集積所以外の場所とし、登録団体ごとに１

個所とする。ただし、市長が特に認めた場合はこの限りではない。

４ 報償金の額は、第１項の規定により引き渡した資源物の量に別表１に定めた報償金

単価を乗じて得た額（算定した額に１円未満の端数がある場合はその端数を切り捨て

るものとする。）とする。

５ 前項の引き渡した資源物の量は、次の各号に定めるところにより算出する。

(1) 重量により取引されている資源物は、証明書に記載されている重量とする。

(2) 重量以外で取引されている資源物は、証明書に記載されている数量をもとに、

別表２に定める重量等換算基準により算出する重量（家庭用廃食用油（以下「廃食

用油」という。）については体積）とする。

（廃食用油の回収基準）

第７条の２ 廃食用油の登録団体は、家庭から排出される植物性の廃食用油以外のもの

が混入しないように努めなければならない。



２ 登録団体が引き渡そうとする廃食用油に家庭から排出される植物性の廃食用油以

外のものの混入が明らかになった場合には、廃食用油の登録事業者は、回収を拒否する

ことができる。

（報償金の申込み）

第８条 登録団体は、報償金の交付を受けようとするときは、宮崎市資源物集団回収報

償金交付申込書（様式第４号）に証明書を添付のうえ、次の各号に掲げる期間（その

末日が宮崎市の休日を定める条例（平成２年条例第２６号）第１条第１項に定める市

の休日（以下「休日」という。）に当たるときは、その日後においてその日に最も近

い休日でない日）に市長に申し込むものとする。

ただし、期間中に証明書が発行されないとき、その他市長が特別な理由があると認

めるときは、期間を経過した後も当該期間の属する会計年度内に限り申し込むことが

できる。

(1) ３月から５月までの回収分 ６月１日から同月２５日まで

(2) ６月から８月までの回収分 ９月１日から同月２５日まで

(3) ９月から１１月までの回収分 １２月１日から同月２５日まで

(4) １２月から２月までの回収分 ３月１日から同月２５日まで

（廃食用油に係る報償金の申込み）

第８条の２ 前条の規定にかかわらず、廃食用油の登録団体は、報償金の交付を受けよ

うとするときは、３月１日から翌年２月末日までに回収した廃食用油の報償金を３月

２５日（その日が休日に当たるときは、その日後においてその日に最も近い休日でな

い日）までに、宮崎市資源物（家庭用廃食用油）集団回収報償金交付申込書（様式第

５号）に必要書類を添付して市長に申し込むものとする。

ただし、市長が特別な理由があると認めるときは、期間を経過した後も当該期間の

属する会計年度内に限り申し込むことができる。

（報償金の交付）

第９条 市長は、第８条及び前条の申込みがあったときは、内容を審査し、報償金を交

付することが適当と認めたときは、適当と認めた日から３０日以内に報償金を交付し

なければならない。

ただし、第８条及び前条に規定する期間を経過した後に申込みがあったときは、こ

の限りではない。

（関係書類の提出等）

第 10条 市長は、必要と認めるときは、報償金の交付を受けた登録団体に対して帳簿

その他関係書類の提出又は報告を求め調査することができる。

（報償金の返還等）

第 11条 市長は、第９条の報償金の交付を受けた登録団体が次の各号のいずれかに該

当する場合は、登録団体の登録を取り消し、報償金の全部又は一部の返還を求めるこ

とができる。

(1) 報償金の申込みに関し不正があると認められる場合

(2) 前条の関係書類の提出又は報告の求めに応じない場合

(3) その他不適当と認められる事実があった場合



（雑則）

第 12条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

（宮崎市有価物回収推進事業報償金交付要綱の廃止）

２ 宮崎市有価物回収推進事業報償金交付要綱（昭和５７年３月定め）は、廃止する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。

（宮崎市家庭用廃食用油リサイクル推進事業報償金交付要綱の廃止）

２ 宮崎市家庭用廃食用油リサイクル推進事業報償金交付要綱（平成１４年５月定め）

は、廃止する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。

附 則

（施行期日等）

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

２ この要綱による改正後の宮崎市資源物集団回収推進事業実施要綱別表１の規定は、

令和２年３月回収分から適用する。

附 則

（施行期日等）

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行し、同年３月から５月までの回収分から適

用する。



別表１ 品目別報償金単価表

別表２ 品目別重量等換算基準表

品 目 単位 報償金単価

古紙 1㎏当り 6 円

缶 （アルミ） 1 ㎏当り 4 円

（スチール） 1 ㎏当り 4 円

ガ
ラ
ス
び
ん

一升びん （茶） 1 ㎏当り 4 円

（グリーン） 1 ㎏当り 4 円

ビールびん （ジャイアント） 1 ㎏当り 4 円

（大） 1 ㎏当り 4 円

（中） 1 ㎏当り 4 円

（上記以外） 1 ㎏当り 4 円

ジュース類 （180 ㏄以上） 1 ㎏当り 4 円

家庭用廃食用油（植物性の物に限る） １ℓ当り 30 円

品 目 単位 重量等換算基準

ガ
ラ
ス
び
ん

一升びん （茶、グリーン） １本当り 1.10 ㎏

ビールびん （ジャイアント） １本当り 1.22 ㎏

（大） １本当り 0.77 ㎏

（中） １本当り 0.62 ㎏

（その他） １本当り 0.40 ㎏

ジュース類 （180 ㏄以上） １本当り 0.40 ㎏

家庭用廃食用油 重量を 0.89 で除した容量


